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【発明の詳細な説明】
【発明の名称】可撓性基材を備える膨張可能な挿入物
【技術分野】
【０００１】
　膨張可能な挿入物は、自動車の音響または構造の特性を改善するのに一般に利用される
。
【背景技術】
【０００２】
　一般的に、膨張可能な材料は、車体の空洞内に設置し、例えば、空洞の一部を充填する
、車両製造工程時において、熱を適用すること等によって、膨張する。膨張可能な材料は
、振動の吸収または車体構造を介して伝えられたノイズの緩和に有効な泡材料に膨張する
ことができる。他の膨張可能な材料は、膨張後に非常に硬くなり、車体構造全体の剛性ま
たは強度を増加させることができる。
【０００３】
　膨張可能な材料は、多くの場合、キャリア上で形成され、車両内に固定される、挿入物
又はバッフルアセンブリを形成する。一般に、機械的ファスナまたは接着剤を使用して、
例えば、車両本体構造の空洞において、アセンブリを固定する。しかしながら、空洞での
任意の複雑性または起伏は、バッフルアセンブリの設置において困難が生じることがあり
、また、空洞内に適切に膨張するという、膨張可能な材料の設計における課題も示し得る
。例えば、キャリアは、その上に形成された膨張可能な材料を一般に支持するために、一
般的に、比較的硬い材料から形成され、計画した耐久性による適合からわずかに外れた場
合であっても、空洞内の意図した表面と適切に合わせるのが困難であり得る。さらに、ア
センブリが設置される構造体または空洞を正確に模倣する形状で、膨張可能な材料を正確
に形成するのは困難かまたはできないと考えられる。したがって、膨張可能な挿入アセン
ブリは、特定の空洞または構造体のそれぞれの意図した表面の周辺で適切に密閉すること
ができず、空洞または構造体を介してノイズまたは振動の伝達を最小化することで、バッ
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フルアセンブリの効果を低下させる。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　したがって、単純化し正確な設置を可能にし、また、十分に膨張し、および／または、
意図した構造体もしくは空洞（特に、不規則な形状の空洞）も充填する、膨張可能なバッ
フルのデザインの必要性が当技術分野において存在する。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　この必要性は、本発明によって、下記の第一の態様およびさらに独立的態様の特徴によ
って達成される。本発明の更なる有利な実施態様は、従属的態様から明らかになる。
　すなわち、本発明の態様としては、以下の態様を挙げることができる：
《態様１》
　構造体のための膨張可能な挿入物であって、
前記構造体に固定されるように構成された基材であって、該基材が、剛性を有し、初期形
状に対して屈折することが可能である、前記基材と、
前記基材に固定された複数の個別の膨張可能な構成要素であって、該複数の個別の膨張可
能な構成要素がそれぞれ、膨張可能な材料から形成された、前記複数の個別の膨張可能な
構成要素と、
を備え、前記複数の個別の膨張可能な構成要素が、該膨張可能な構成要素の膨張前に、前
記基材の剛性に影響を及ぼさないように、該基材に固定されている、前記膨張可能な挿入
物。
《態様２》
　膨張後に、単一の膨張した構成要素を形成するように、少なくとも２つの前記複数の個
別の膨張可能な構成要素が構成される態様１に記載の膨張可能な挿入物。
《態様３》
　前記基材が、屈折して、該基材を支持する前記構造体の設置面から突出するように構成
され、その結果、該基材が、該設置面から離れて、該構造体によって少なくとも部分的に
区画形成された空洞に延びる態様１または２に記載の膨張可能な挿入物。
《態様４》
　前記複数の膨張可能な構成要素の少なくとも一部が、他の膨張可能な構成要素に隣接し
た状態または接していない状態であり、その結果、該膨張可能な構成要素が、前記基材の
屈折によって、該膨張可能な構成要素間の選択的な動きを可能にする態様１、２または３
に記載の膨張可能な挿入物。
《態様５》
　前記複数の個別の膨張可能な構成要素の少なくとも一部が、該膨張可能な構成要素がそ
れぞれ、前記基材の表面に沿って、他の膨張可能な要素に関して、概ね一定距離を確定す
るように、該基材に別々に固定され、かつ、該複数の個別の膨張可能な構成要素間の絶対
的な距離を改良するように、該基材を屈折する場合、概ね一定距離が維持される、態様１
～４のいずれか一項に記載の膨張可能な挿入物。
《態様６》
　前記絶対的な距離が、所定の大きさで、前記基材の表面から間隔が置かれたそれぞれの
前記個別の構成要素上の位置で測定される態様５に記載の膨張可能な挿入物。
《態様７》
　前記個別の膨張可能な構成要素のうちの複数の個別の膨張可能な構成要素の第１要素が
、前記個別の膨張可能な構成要素のうちの複数の個別の膨張可能な構成要素の第２の要素
の膨張率よりも大きい膨張率を有する態様１～６のいずれか一項に記載の膨張可能な挿入
物。
《態様８》
　前記個別の膨張可能な構成要素のうちの複数の個別の膨張可能な構成要素の第１の要素
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が、前記個別の膨張可能な構成要素のうちの複数の個別の膨張可能な構成要素の第２の要
素の活性化温度よりも大きい活性化温度を有する態様１～７のいずれか一項に記載の膨張
可能な挿入物。
《態様９》
　前記基材が可撓性のテープおよびメッシュのうちの１つである態様１～８のいずれか一
項に記載の膨張可能な挿入物。
《態様１０》
　前記膨張可能な材料が、熱の適用によって膨張するように使用することができる態様１
～９のいずれか一項に記載の膨張可能な挿入物。
《態様１１》
　前記膨張可能な材料が、前記構造体を介して伝えられた振動を吸収するのに使用可能な
バッフル材料、および該構造体を補強するのに使用可能な構造補強材のうちの１つである
態様１～１０のいずれか一項に記載の膨張可能な挿入物。
《態様１２》
　前記膨張可能な構成要素が、前記基材上に押し出される態様１～１１のいずれか一項に
記載の膨張可能な挿入物。
《態様１３》
　構造体であって、
空洞の少なくとも一部を区画形成する壁であって、該壁には設置面が含まれる、前記壁と
、
前記設置面に固定されるように構成された基材であって、該基材が、剛性を有し、初期形
状に対して屈折することが可能である、前記基材と、
前記設置面に隣接する該基材に固定された複数の個別の膨張可能な構成要素であって、該
複数の個別の膨張可能な構成要素がそれぞれ、膨張可能な材料から形成された、前記複数
の個別の膨張可能な構成要素と、を備え、
前記複数の個別の膨張可能な構成要素が、該膨張可能な構成要素の膨張前に、前記基材の
剛性を増加させないように、該基材に固定されている、前記構造体。
《態様１４》
　前記基材が、屈折して、前記設置面から突出するように構成され、その結果、該基材が
、該設置面から離れて空洞に延びる態様１３に記載の構造体。
《態様１５》
　前記基材が可撓性のテープおよびメッシュのうちの１つである態様１３または１４に記
載の構造体。
《態様１６》
　前記膨張可能な材料が、熱の適用によって膨張するように使用することができる態様１
３、１４または１５に記載の構造体。
《態様１７》
　基材の選択的な屈折が可能であるように構成された基材を供する工程と、
　前記基材に複数の個別の膨張可能な構成要素を適用する工程であって、該複数の個別の
膨張可能な構成要素がそれぞれ、膨張可能な材料から形成されている、前記工程と、
　前記複数の個別の膨張可能な構成要素を前記基材に適用する前後で、基材の剛性を概ね
一定に保たれるようにする工程と、
を含む方法。
《態様１８》
　膨張後に、単一の膨張した構成要素を形成するように、少なくとも２つの前記複数の個
別の膨張可能な構成要素を確立する工程をさらに含む態様１７に記載の方法。
《態様１９》
　他の膨張可能な構成要素に隣接した状態および接していない状態のうちの１つであるよ
うに、前記複数の膨張可能な構成要素のそれぞれを確立し、その結果、該膨張可能な構成
要素が、前記基材の屈折によって、該膨張可能な構成要素間の選択的な動きを可能にする
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工程をさらに含む態様１７または１８に記載の方法。
《態様２０》
　前記個別の膨張可能な構成要素のうちの複数の個別の膨張可能な構成要素の第１の要素
が、前記個別の膨張可能な構成要素のうちの複数の個別の膨張可能な構成要素の第２の要
素の膨張率よりも大きい膨張率を有する、該第１の複数の個別の膨張可能な構成要素を確
立する工程をさらに含む態様１７、１８または１９に記載の方法。
《態様２１》
　前記個別の膨張可能な構成要素のうちの複数の個別の膨張可能な構成要素の第１の要素
が、前記個別の膨張可能な構成要素のうちの複数の個別の膨張可能な構成要素の第２の要
素の活性化温度よりも大きい活性化温度を有する、該第１の複数の個別の膨張可能な構成
要素を確立する工程をさらに含む態様１７～２０のいずれか一項に記載の方法。
《態様２２》
　前記基材に複数の個別の膨張可能な構成要素を適用する工程には、前記基材上に、個別
の量の膨張可能な材料を押し出す工程が含まれる態様１７～２１のいずれか一項に記載の
方法。
【０００６】
　特許請求の範囲は、図示する例に制限されないが、種々の態様の認識は、その種々の例
の詳解によって最良に得られる。今図面を参照して、種々の例を詳細に示す。図面は種々
の実例を示すが、図面は、必ずしも拡大／縮小する必要はなく、また、特定の特徴は、例
の革新的な態様を良好に例示し説明するために誇張されてもよい。さらに、本明細書で説
明する例は、包括的であるか、または、それ以外に、図面に示し、次の詳細な説明で開示
する、正確な形態および構成に限定するかもしくは制限するように意図されない。本発明
の例示的な実例は、次の図面に言及することにより、詳細に説明する。
【図面の簡単な説明】
【０００７】
【図１】図１は、膨張可能な材料から形成された複数の個別の構成要素を有する空洞にお
ける膨張可能な挿入物の等角図であり、膨張前を示す。
【図２Ａ】図２Ａは、概ね湾曲しているかまたは波状の表面を備えるパネル上に設置され
た、図１の膨張可能な挿入物の等角図である。
【図２Ｂ】図２Ｂは、概ね水平または平面の表面を備えるパネル上に設置された、図１の
膨張可能な挿入物の等角図である。
【図２Ｃ】図２Ｃは、初期水平構造における図１の膨張可能な挿入物の平面図である。
【図２Ｄ】図２Ｄは、屈折しているかまたは曲がっている構造における図１の膨張可能な
挿入物の平面図である。
【図３】図３は、膨張可能な材料の複数のストリップを有する空洞における膨張可能な挿
入物の等角図であり、膨張後を示す。
【図４】図４は、膨張可能な材料の複数の個別の構成要素を有する空洞における他の例示
的な膨張可能な挿入物の等角図であり、膨張前を示す。
【図５】図５は、基材に膨張可能な構成要素を固定するためのシステムの説明図である。
【図６】図６は、膨張可能な挿入物の製造における例示的な工程流れ図である。
【発明を実施するための形態】
【０００８】
　「一実例」、「実例」、「一実施態様」、「実施態様」等の本明細書中の言及は、実施
態様に関連して説明される、特定の特徴、構造、または特性が、少なくとも１つの例また
は実施態様に含まれることを意味する。本明細書中の種々の箇所における「一例において
」という句の出現は、必ずしもすべて同じ実例を指していない。
【０００９】
　本明細書で説明する種々の例示的な実例によれば、膨張可能な挿入物（例えば、バッフ
ルアセンブリ、補強材等）を開示する。さらに、膨張可能な挿入物および例示的な車両構
造体を製造する例示的な方法を提供する。構造体には、空洞の少なくとも一部を区画形成
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する壁であって、バッフルの設置面が含まれる、壁が含まれ得る。膨張可能な挿入物には
、設置面に固定されるように構成され、剛性を有し、初期形状に対して屈折（ｄｅｆｌｅ
ｃｔ）することが可能である、基材が含まれ得る。膨張可能な挿入物には、設置面に隣接
する基材に固定された複数の個別の膨張可能な構成要素がさらに含まれ得る。個別の膨張
可能な構成要素はそれぞれ、膨張可能な材料から形成され、膨張可能な構成要素の膨張前
に、基材の剛性に影響を及ぼさない（例えば、基材の剛性を増加させない）ように、基材
に固定されている。
【００１０】
　膨張可能な挿入物を形成する方法には、一般に、選択的な屈折が可能であるように構成
された基材を供する工程と、基材に複数の個別の膨張可能な構成要素を適用する工程と、
が含まれる。個別の膨張可能な構成要素はそれぞれ、膨張可能な材料から形成される。該
方法には、複数の個別の膨張可能な構成要素を基材に適用する前後に、基材の剛性を概ね
一定に保たれるようにすることがさらに含まれてもよい。
【００１１】
　図１、図２Ａおよび図２Ｂを参照して、膨張可能な挿入物１００ａを示す。膨張可能な
挿入物１００ａには、基材１０２ａと、複数の個別の膨張可能な構成要素１０４と、が含
まれる。基材１０２ａは、例えば、種々のパネルまたは構造体に適用することができる、
耐熱性のテープまたはメッシュ材料であってもよい。一例示的実例において、基材１０２
ａは、高温で概ね安定している（例えば、自動車塗料焼付炉に含まれ得るような）耐熱性
材料である。これによって、かかる適用における車両構造体の典型的な高温への暴露前に
、車両構造体における基材１０２ａの配置を可能にする。したがって、基材１０２ａは、
パネルまたは構造体に固定するのに都合の良い、種々のプラスチック基材、金属基材、ま
たは布基材であってもよい。
【００１２】
　基材１０２ａは、空洞表面またはパネルの輪郭に適合することができるように、概ね可
撓性であるかまたは柔軟であり得る。例えば、図２Ａに示すように、基材１０２ａは、基
材１０２ａが一般にパネル２００ａの概ね全体的形状を模倣するように、パネル２００ａ
に固定されるメッシュテープである。
【００１３】
　または、パネル２００とは異なる形状を区画形成するように、基材１０２ａを設置して
もよい。例えば、図２Ｂに示すように、基材１０２ａがパネル２００から離れて空洞に突
出するように、基材１０２ａを、曲がっているかまたは屈折する方向でパネル２００に固
定してもよい。もっと具体的には、図２Ｂのパネル２００ｂは概ね平坦であり、基材１０
２ａは、基材１０２ａの反対の端部でパネル２００ｂに接着するように曲がっており、ま
た、基材１０２ａの端部間に配置した基材１０２ａの一部は、パネル２００ｂから離れて
、パネル２００ｂによって区画形成された空洞に延びる。
【００１４】
　メッシュ構造を基材１０２に利用する場合の適切な材料の例は、一般に、温度耐性（例
えば、自動車塗料焼付炉で、または基材１０２上に膨張可能な材料を形成する工程時に生
じ得る高温に対する）があり得る。これらの材料の一例には、ナイロン、ワイヤまたはガ
ラス充填材料が含まれるが、これらに限定されない。したがって、メッシュ基材１０２は
、ナイロン、ワイヤまたはガラス充填メッシュ材料であってもよい。
【００１５】
　また、膨張可能な挿入物１００ａには、複数の個別の膨張可能な構成要素１０４も含ま
れ、例えば、これは、熱の適用によって膨張可能である。もっと具体的には、図１、図２
Ａおよび図２Ｂに示すように、膨張可能な構成要素１０４には、基材１０２ａに接着する
複数のストリップが含まれ得る。複数の個別の膨張可能な構成要素１０４は、一般に、パ
ネル２００の全体的形状を模倣するかまたは空洞内に延びる（例えば、パネル２００から
離れる）ように、基材１０２を形成することを可能にする。任意の個別の数または形状の
膨張可能な構成要素１０４を利用してもよい。個別の膨張可能な構成要素１０４は、都合
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の良い（例えば、膨張後に、主として音伝達を吸収する、膨張可能なバッフル材料、膨張
後に、構造を補強する構造補強材）、膨張可能な材料から形成することができる。さらに
、膨張可能な材料は、２以上の種々の膨張可能な材料を含む組合せで提供してもよい。単
なる一例ではあるが、膨張可能かまたは発泡性の熱可塑性プラスチック、熱硬化性樹脂、
またはゴム材料を利用してもよい。膨張可能な材料は、都合の良い方法（例えば、押出法
）で形成することができる。また、膨張可能な材料は、都合の良い膨張比（例えば、膨張
が非常に小さい比から数千パーセントまで）でもあり得る。
【００１６】
　個別の膨張可能な構成要素１０４は、一般に基材１０２の可撓性を維持するために適用
することができ、基材１０２を屈折するかまたは曲げることを可能にし、または、それ以
外に、所定の構造体における設置のための操作を可能にする。したがって、基材１０２ａ
は、基材１０２ａへの膨張可能な構成要素１０４の適用前後で、概ね（ｇｅｎｅｒａｌｌ
ｙ）一定の剛性を有する。図２Ａおよび図２Ｂで最良にみられるように、複数の膨張可能
な構成要素は、基材１０２ａに別々に固定され、他の膨張可能な構成要素に接した状態ま
たは接していない状態で、個々の膨張可能な構成要素を備える。したがって、膨張可能な
構成要素は、基材の選択的な屈折および膨張可能な構成要素間での動き（ｍｏｖｅｍｅｎ
ｔ）を概ね自由に可能とし、パネルまたは構造体への設置のために、所望の構造への基材
１０２ａの変形を容易にする。複数の個別の膨張可能な構成要素１０４はそれぞれ、基材
表面に沿って、他の膨張可能な構成要素１０４に関して（ｉｎ　ｒｅｌａｔｉｏｎ　ｔｏ
）、概ね（ｇｅｎｅｒａｌｌｙ）一定距離を確定することができる。さらに、複数の個別
の膨張可能な構成要素間の絶対的な距離を改良（ｍｏｄｉｆｉｅｄ）するように、基材を
屈折する場合、概ね（ｇｅｎｅｒａｌｌｙ）一定距離を概ね（ｇｅｎｅｒａｌｌｙ）維持
することができる。例えば、図２Ｃで最良にみられるように、膨張可能な構成要素１０４
ａ、１０４ｂ、１０４ｃ、１０４ｄおよび１０４ｅはそれぞれ、基材１０２ａが初期水平
構造である場合、例えば、膨張可能な構成要素１０４間の比較的小さな隙間に、またはこ
の隙間がなく、接した状態であるように、基材１０２ａに固定される。図２Ｄに示すよう
に、基材１０２ａが屈折しているかまたは曲がっている場合、構成要素１０４はそれぞれ
、これらが固定される基材１０２ａの一部で操作され、隙間Ｇが構成要素間で形成する。
したがって、所定の大きさ（例えば、隙間Ｇ）で基材表面から間隔が置かれた、各々の個
別の構成要素の位置で測定した構成要素１０４間の絶対的な距離は、基材１０２ａを曲げ
るかまたは屈折するように、改良することができる。同時に、基材１０２ａの表面に沿っ
て測定した（すなわち、構成要素１０４が基材に接着する場合の）構成要素１０４間の距
離は、基材１０２の操作にかかわらず、概ね一定に保たれている。基材１０２ａの剛性ま
たは可撓性に対する構成要素１０４の影響は、基材１０２ａへの各構成要素１０４の独立
した固定の結果、完全に排除されない場合、実質的に最小化することができる。これに比
べて、大部分または基材の全体に適用される膨張可能な材料を有する基材の剛性は、膨張
可能な材料の適用によって実質的に影響を受ける。
【００１７】
　個別の膨張可能な構成要素１０４は、周知の方法によって基材１０２ａに固定してもよ
い。例えば、膨張可能な構成要素１０４が、一般に、依然として、流動性を有する場合、
膨張可能な構成要素１０４ａを、形成直後に基材１０２ａに適用し、基材１０２に接着し
てもよい。または、基材１０２への膨張可能な構成要素１０４を固定する他の方法での周
知の接着剤を利用してもよい。都合良く、個別の膨張可能な構成要素１０４は、個別の構
成要素１０４を形成する熱可塑性プラスチックの成形工程（例えば、押出法）直後に、基
材１０２に個別の構成要素１０４を一般に適用する、単純化した生産操作で基材１０２に
一般に固定してもよい。
【００１８】
　複数の個別の膨張可能な構成要素１０４はそれぞれ、同じかまたは異なる膨張率を一般
に有し得る。例えば、膨張可能な構成要素１０４のうちの第１の個別の膨張可能な構成要
素は、第１の膨張率を有し、第１の温度で活性化することができる。第２の個別の膨張可
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能な構成要素１０４は、第１の個別の膨張可能な構成要素１０４の膨張率よりも高い、第
２の膨張率を有し得る。第２の個別の膨張可能な構成要素１０４はさらに、高い活性化温
度を有し得る。したがって、個々の膨張可能な構成要素１０４の膨張率および活性化温度
は、個別の膨張可能な構成要素１０４から膨張する特定の形状の泡を提供するために、同
様であるかまたは異なっていてもよい。膨張可能な構成要素１０４は、周知の方法によっ
て膨張することができる。例えば、自動車構造体に関連する塗料焼付炉において、膨張可
能な挿入物１００ａに熱を提供して、一般に個別の膨張可能な構成要素１０４を活性化さ
せ、膨張を生じさせることができる。
【００１９】
　図３を参照して、膨張可能な挿入物１００ａを、膨張後の個別の膨張可能な構成要素１
０４と共に示す。図３に示すように、種々の個別の膨張可能な構成要素１０４はそれぞれ
、複合形状の全体的に膨張した挿入物を提供するために、同様であるかまたは異なる膨張
特性を有し得る。例えば、個別の膨張可能な構成要素１０４ａは、構成要素１０４ｂより
小さな形状に膨張する。異なるかまたは同様の種々の膨張率を用いて、膨張において、所
望の全体的形状の膨張可能な挿入物１００ａを形成することができる。２以上の膨張可能
な構成要素１０４は膨張して、一般に、単一の膨張した断片を形成すること（すなわち、
構成要素１０４が概ね恒久的に、互いに連結するように）ができる。さらに、図３に示す
ように、複数の膨張可能な構成要素１０４の全グループは、単一の膨張した断片として、
概ね恒久的に形成される泡の塊を形成することができる。膨張において、構成要素１０４
は、膨張可能な挿入物１００ａが接着される、空洞を介して伝えられた振動を吸収し、お
よび／または、膨張可能な挿入物１００ａが設置される構造体を補強することができる。
【００２０】
　図４を参照して、別の例示的な膨張可能な挿入物１００ｂを示す。膨張可能な挿入物１
００ｂには、基材１０２ｂおよび個別の膨張可能な構成要素１０４ａ’、１０４ｂ’、１
０４ｃ’等が含まれる。図４に示す個別の膨張可能な構成要素１０４’は、概ね円形また
は球状の形状を有する。個別の構成要素１０４’は、個別の量の膨張可能な材料を、高い
位置から基材１０２ｂ上に落下する、落下工程に構成要素１０４’を適用することによっ
て表わされた円形または球状の形態に形成することができる。したがって、個別の膨張可
能な構成要素１０４の任意の形状または形態を用いることができ、個別の膨張可能な構成
要素１０４の種々の形状、サイズ、活性化温度、膨張率等によって、無制限に、種々の複
合形状を形成することを可能にする。
【００２１】
　図５を参照して、基材１０２に膨張可能な構成要素１０４を固定するためのシステム１
０００の一例示的実例を示す。膨張可能な構成要素１０４は、概ね球状の形態で図５に概
略的に示す。この例において、膨張可能な構成要素は、概ね形状が球状であり、５～６ミ
リメートルの径であるが、膨張可能な構成要素の他のサイズ、形状または構造は、上述し
た膨張可能な構成要素１０４を含めて、都合の良いものを利用してもよい。膨張可能な構
成要素１０４は、ホッパー１００２から落下することによって、基材１０２に適用しても
よい。基材１０２は、コンベア１００４に沿って、および一般に、基材１０２および／ま
たは膨張可能な構成要素１０４を加熱する、加熱板１００６上を移動することができる。
その後、膨張可能な構成要素１０４は、軟化し、べとつくようになり、または、それ以外
に、加熱板１００６からの熱の適用によって、基材１０２に固定されやすくなる。その後
、基材１０２は、基材１０２上に一般に膨張可能な構成要素１０４を押し付ける、ローラ
１００８の下を移動することができる。例えば、基材１０２にメッシュ材料が含まれる場
合、ローラ１００８は、一般に、基材１０２に対して膨張可能な構成要素１０４を駆り立
てることができる。これによって、加熱工程からの軟化したおよび／またはべとつく状態
の構成要素１０４により、基材１０２に構成要素１０４を固定することができる。ローラ
１００８は、非粘着性材料から形成されるか、またはこれによってコーティングされ、ロ
ーラ１００８が、適用工程時において、膨張可能な構成要素１０４の粘着性または柔軟性
による膨張可能な構成要素１０４の蓄積を防ぐことができる。その後、基材１０２および
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／または膨張可能な構成要素１０４は、膨張可能な構成要素１０４が硬化するか、または
、それ以外に、基材１０２に概ね恒久的に固定されるように、冷却することができる。
【００２２】
　一部の例において、膨張可能な要素１０４に概ね対向する基材１０２の側面で、接着剤
を基材１０２に塗布して、所望の構造体への基材１０２、および同様に、膨張可能な要素
１０４の選択的な固定を可能にする。接着剤は、都合の良い方法（例えば、一般に、基材
１０２の背面上に接着テープ材料を積層すること、または基材１０２に接着剤を直接塗布
することによって）で提供することができる。同様に、所望の構造体への基材１０２を固
定する他の方法を用いてもよい。
【００２３】
　膨張可能な構成要素１０４は、互いの上にさらに形成され、基材に直接適用する必要は
ない。例えば、基材は、所定の膨張率および活性化温度を有する膨張可能な構成要素の第
１の層を有してもよい。膨張可能な構成要素の第２の層は、膨張可能な構成要素の第１の
層の一部またはすべてに適用してもよい。膨張可能な構成要素の第２の層は、異なる活性
化温度および／または膨張率を有し、基材からの膨張した材料の形成に付加的な可撓性を
提供してもよい。
【００２４】
　図６を参照して、膨張可能な挿入物を形成する工程５００を説明する。基材を供する場
合、工程５００は、ステップ５０２で開始することができる。例えば、上述するように、
基材１０２は、テープ材料、プラスチック、金属または布であってもよい。基材１０２は
、可撓性であるかまたは柔軟であり、その結果、基材は、構造体２００の全体的形状に、
または構造体２００の内面から離れて、空洞に延びるように、概ね合わせることができる
。その後、工程５００は、ステップ５０４に進むことができる。
【００２５】
　ステップ５０４において、個別の膨張可能な構成要素１０４を形成することができる。
例えば、上述するように、個別の膨張可能な構成要素１０４を、熱可塑性プラスチックの
成形加工操作で形成してもよい。例えば、個別の膨張可能な構成要素１０４を、押出成形
または射出成形してもよい。または、上述するように、膨張可能な構成要素１０４を、個
別の量の膨張可能な材料（例えば、顆粒形態で）、基材上に落下する、落下適用法で適用
してもよい。膨張可能な材料の他の公知の成形法を用いてもよい。その後、工程５００は
、ステップ５０６に進むことができる。
【００２６】
　ステップ５０６において、個別の膨張可能な構成要素１０４を、基材１０２に適用する
ことができる。例えば、上述するように、個別の膨張可能な構成要素を基材１０２に一般
に固定することができるように、個別の膨張可能な構成要素が、概ね流動性を有するか、
または、それ以外に、粘着性を有する場合、個別の膨張可能な構成要素を、個別の膨張可
能な構成要素１０４の形成直後に、基材１０２に一般に適用することができる。一実例に
おいて、ストリップを、押出法において基材に直接適用する。別の実例において、個別の
量の膨張可能な材料を、基材上に落下し、次いで、これを加熱して、基材に個別の膨張可
能な要素を固定することができる。個別の膨張可能な構成要素１０４を基材１０２に固定
する、他の機械的方法を用いてもよい。その後、工程５００は、ステップ５０８に進むこ
とができる。
【００２７】
　ステップ５０８において、複数の個別の膨張可能な構成要素を基材に適用する前後で、
基材の剛性を概ね一定に保たれるようにする。例えば、上述するように、膨張可能な構成
要素１０４は、基材の剛性または可撓性に顕著な影響を与えない方法で適用することがで
き、これによって、パネルまたは構造体への設置のために、基材を屈折すること、曲げる
こと、または他の所望の操作を可能にする。一実例において、構成要素１０４は、接した
状態または接していない状態で（すなわち、互いに離れて、間隔が置かれた状態で）あり
、基材１０２の屈折によって構成要素１０４間の選択的な動きを可能にする。
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【００２８】
　ステップ５１０に進み、基材１０２をパネル２００または他の構造体に固定することが
できる。例えば、上述するように、基材１０２を一般に、構造体２００と同様の全体的形
状に合わせ、周知の接着剤または他の機械的ファスナで固定してもよい。または、基材１
０２は、一般に、構造体２００によって部分的に区画形成された空洞に突出するように、
基材１０２を適用する構造体またはパネルで示された形状以外の形状に合わせてもよい。
その後、工程５００は、ステップ５１２に進むことができる。
【００２９】
　ステップ５１２において、個別の膨張可能な構成要素１０４を膨張することができる。
例えば、熱を適用する、塗料焼付工程または他の周知の組立工程時等において、熱を膨張
可能な構成要素１０４に適用してもよい。複数の構成要素１０４を共に膨張して、単一の
膨張した構成要素（すなわち、恒久的に連結する）を形成することができる。膨張可能な
構成要素１０４は、一般に、都合の良い予め選択した膨張率および活性化温度で膨張する
ことができる。さらに、材料を変更することによって、種々の膨張率、活性化温度、形状
、サイズ等を定義する材料を、単一の基材１０２に提供することができる。したがって、
膨張可能な構成要素１０４によって、幅広い潜在的形状、サイズおよび形態の膨張塊（ｅ
ｘｐａｎｄｅｄ　ｍａｓｓ（ｅｓ））を形成することができる。その後、工程５００を終
了することができる。
【００３０】
　本明細書で説明する、工程、システム、方法、発見的方法等に関して、かかる工程等の
手段は、特定の規則的な順序によって生じると説明しているが、本明細書で説明する順序
以外の順序で行う、説明した手段によって、かかる工程を実施できることが理解される。
ある手段を同時に行え、他の手段を追加でき、または、本明細書で説明するある手段を省
略できることがさらに理解される。換言すると、工程の説明は、特定の実施態様を示す目
的で本明細書に提供され、特許請求の範囲に記載の発明を限定するようには決して解釈さ
れない。
【００３１】
　したがって、上述の説明が、例示であり、限定的でないことを意図するものと理解され
る。提供する例以外の多くの実施態様および適用を、上述の説明において読み取ることと
なる。本発明の範囲を、上述の説明に関して決定すべきでないが、その代わりに、添付し
た特許請求の範囲が権利を付与する等価物の全範囲と共に、添付した特許請求の範囲に関
して決定すべきである。将来の発展が本明細書で論じた技術において生じ、開示したシス
テムおよび方法が、かかる将来の実施態様に組み込まれることが予想され、意図される。
要約すると、本発明を改良および変更することができ、本発明は、次に示す特許請求の範
囲によってのみ限定されることが理解される。
【００３２】
　特許請求の範囲で使用する用語はすべて、本明細書に反するものである旨の明確な指示
がない限り、これらの最も広い適切な解釈および当業者によって理解されるこれらの通常
の意味を示すことが意図される。特に、「ａ」、「ｔｈｅ」、「ｓａｉｄ」等の単数冠詞
の使用は、特許請求の範囲において、反する旨の明確な限定を記載していない限り、示さ
れた構成要素の１以上を記載するものと読み取る。
【符号の説明】
【００３３】
　１００ａ　　膨張可能な挿入物
　１０２　　基材
　１０４　　膨張可能な構成要素
【誤訳訂正２】
【訂正対象書類名】特許請求の範囲
【訂正対象項目名】全文
【訂正方法】変更
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【訂正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　構造体のための膨張可能な挿入物であって、
　前記構造体に固定されるように構成された基材であって、該基材が、初期形状に対して
屈折することを可能とする剛性を有している、前記基材と、
　前記基材に固定されている複数の個別の膨張可能な構成要素であって、該複数の個別の
膨張可能な構成要素がそれぞれ、膨張可能な材料から形成された、前記複数の個別の膨張
可能な構成要素と、
　を備え、前記複数の個別の膨張可能な構成要素が、該膨張可能な構成要素の膨張前に、
前記基材の前記剛性に影響を及ぼさないように、該基材に固定されており、かつ前記基材
が可撓性のテープおよびメッシュのうちの１つである、前記膨張可能な挿入物。
【請求項２】
　膨張後に、単一の膨張した構成要素を形成するように、少なくとも２つの前記複数の個
別の膨張可能な構成要素が構成されている、請求項１に記載の膨張可能な挿入物。
【請求項３】
　前記基材が、屈折して、該基材を支持する前記構造体の設置面から突出するように構成
され、その結果、該基材が、該設置面から離れて、該構造体によって少なくとも部分的に
区画形成された空洞に延びる、請求項１または２に記載の膨張可能な挿入物。
【請求項４】
　前記複数の膨張可能な構成要素の少なくとも一部が、他の膨張可能な構成要素に隣接し
た状態または接していない状態であり、その結果、該膨張可能な構成要素が、前記基材の
屈折に応じて、該膨張可能な構成要素間での選択的な動きを可能にする、請求項１、２ま
たは３に記載の膨張可能な挿入物。
【請求項５】
　前記複数の個別の膨張可能な構成要素の少なくとも一部が、該基材に別々に固定され、
それにより該膨張可能な構成要素がそれぞれ、前記基材の表面に沿って、他の膨張可能な
要素に関して、概ね一定の距離を画定し、かつ前記概ね一定の距離は、該複数の個別の膨
張可能な構成要素間の絶対的な距離が変わるように該基材を屈折する場合に、維持される
、請求項１～４のいずれか一項に記載の膨張可能な挿入物。
【請求項６】
　前記絶対的な距離が、所定の大きさで、前記基材の表面から間隔が置かれたそれぞれの
前記個別の構成要素上の位置で測定される、請求項５に記載の膨張可能な挿入物。
【請求項７】
　前記複数の個別の膨張可能な構成要素の第１の要素が、前記複数の個別の膨張可能な構
成要素の第２の要素の膨張率よりも大きい膨張率を有する、請求項１～６のいずれか一項
に記載の膨張可能な挿入物。
【請求項８】
　前記複数の個別の膨張可能な構成要素の第１の要素が、前記複数の個別の膨張可能な構
成要素の第２の要素の活性化温度よりも大きい活性化温度を有する、請求項１～７のいず
れか一項に記載の膨張可能な挿入物。
【請求項９】
　前記基材が可撓性のメッシュである、請求項１～８のいずれか一項に記載の膨張可能な
挿入物。
【請求項１０】
　前記膨張可能な材料が、熱の適用によって膨張するように使用することができる、請求
項１～９のいずれか一項に記載の膨張可能な挿入物。
【請求項１１】
　前記膨張可能な材料が、前記構造体を介して伝えられた振動を吸収するのに使用可能な
バッフル材料、および該構造体を補強するのに使用可能な構造補強材料のうちの１つであ
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る、請求項１～１０のいずれか一項に記載の膨張可能な挿入物。
【請求項１２】
　前記膨張可能な構成要素が、前記基材上に押し出される、請求項１～１１のいずれか一
項に記載の膨張可能な挿入物。
【請求項１３】
　構造体であって、
　空洞の少なくとも一部を区画形成する壁であって、該壁には設置面が含まれる、前記壁
と、
　前記設置面に固定されるように構成された基材であって、該基材が、初期形状に対して
屈折することを可能とする剛性を有しており、かつ可撓性のテープおよびメッシュのうち
の１つである、前記基材と、
　前記設置面に隣接する該基材に固定された複数の個別の膨張可能な構成要素であって、
該複数の個別の膨張可能な構成要素がそれぞれ、膨張可能な材料から形成された、前記複
数の個別の膨張可能な構成要素と、を備え、
　前記複数の個別の膨張可能な構成要素が、該膨張可能な構成要素の膨張前に、前記基材
の前記剛性を増加させないように、該基材に固定さていれる、前記構造体。
【請求項１４】
　前記基材が、屈折して、前記設置面から突出するように構成され、その結果、該基材が
、該設置面から離れて空洞に延びる、請求項１３に記載の構造体。
【請求項１５】
　前記基材が可撓性のメッシュである、請求項１３または１４に記載の構造体。
【請求項１６】
　前記膨張可能な材料が、熱の適用によって膨張するように使用することができる、請求
項１３、１４または１５に記載の構造体。
【請求項１７】
　基材の選択的な屈折が可能であるように構成された基材であって、可撓性のテープおよ
びメッシュのうちの１つである基材を供する工程と、
　前記基材に複数の個別の膨張可能な構成要素を適用する工程であって、該複数の個別の
膨張可能な構成要素がそれぞれ、膨張可能な材料から形成されている、前記工程と、
　前記複数の個別の膨張可能な構成要素を前記基材に適用する前後で、前記基材の剛性を
概ね一定に保たれるようにする工程と、
を含む方法。
【請求項１８】
　膨張後に、単一の膨張した構成要素を形成するように、少なくとも２つの前記複数の個
別の膨張可能な構成要素を選択する工程をさらに含む、請求項１７に記載の方法。
【請求項１９】
　他の膨張可能な構成要素に隣接した状態および接していない状態のうちの１つとするよ
うに、前記複数の膨張可能な構成要素のそれぞれを選択し、その結果、該膨張可能な構成
要素が、前記基材の屈折に応じて、該膨張可能な構成要素間の選択的な動きを可能にする
工程をさらに含む、請求項１７または１８に記載の方法。
【請求項２０】
　前記複数の個別の膨張可能な構成要素の第１の要素が、前記複数の個別の膨張可能な構
成要素の第２の要素の膨張率よりも大きい膨張率を有する、該第１の複数の個別の膨張可
能な構成要素を選択する工程をさらに含む、請求項１７、１８または１９に記載の方法。
【請求項２１】
　前記複数の個別の膨張可能な構成要素の第１の要素が、前記複数の個別の膨張可能な構
成要素の第２の要素の活性化温度よりも大きい活性化温度を有する、該第１の複数の個別
の膨張可能な構成要素を選択する工程をさらに含む、請求項１７～２０のいずれか一項に
記載の方法。
【請求項２２】
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　前記基材に複数の個別の膨張可能な構成要素を適用する工程には、前記基材上に、個別
の量の膨張可能な材料を押し出す工程が含まれる、請求項１７～２１のいずれか一項に記
載の方法。
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